
貿易記者会御中

Ⅰ．共通質問事項
　１．連結関連情報

　　連結業績に与える影響が大きい会社及び主要海外現地法人の決算概要

前期 当期 予想

(2009年度) (2010年度) (2011年度)

＜金属＞

SC PIPE SERVICES 100.00 % 米国における鋼管製造･販売会社等への投資 2 21 28

ERYNGIUM ※ 100.00 %
油井機器用金属部品の在庫･加工を含むｻﾌﾟﾗｲ･ﾁｪｰﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｻｰﾋﾞｽを行う
HOWCO groupの持株会社 25 21 30

住商ﾒﾀﾚｯｸｽ ※ 100.00 % 非鉄金属製品、建材、住設配管資材等の販売 6 11 11

ASIAN STEEL 100.00 % 東南ｱｼﾞｱにおけるｽﾁｰﾙｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 3 9 7

＜輸送機･建機＞

OTO MULTIARTHA 83.86 % ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおける自動車(四輪)ﾌｧｲﾅﾝｽ事業 36 50 38

SUMMIT OTO FINANCE ※ 99.56 % ｲﾝﾄﾞﾈｼｱにおける自動車(二輪)ﾌｧｲﾅﾝｽ事業 37 43 29

住友三井ｵｰﾄｻｰﾋﾞｽ 60.00 % 自動車及び自動車関連商品のﾘｰｽ 23 42 34

＜ｲﾝﾌﾗ＞

MOBICOM 33.98 % ﾓﾝｺﾞﾙにおける移動体通信ｻｰﾋﾞｽ事業 15 17 19

PERENNIAL POWER HOLDINGS ※ 100.00 % 米国における発電所の開発･保有･運営 15 9 9

＜ﾒﾃﾞｨｱ･ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ＞

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑ （注2） 40.12 % CATV局の統括運営 89 159 150

ｼﾞｭﾋﾟﾀｰｼｮｯﾌﾟﾁｬﾝﾈﾙ 99.60 % ﾃﾚﾋﾞ通販事業 92 93 89

住商情報ｼｽﾃﾑ 60.55 % 情報ｼｽﾃﾑの構築･運用ｻｰﾋﾞｽの提供及びﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄ･ﾊｰﾄﾞｳｪｱの販売 20 23 32

ｻﾐｯﾄ ※ 100.00 % ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄ 24 18 21

ｱｽﾐｯｸ･ｴｰｽ ｴﾝﾀﾃｲﾝﾒﾝﾄ 96.59 % 映像ｿﾌﾄの企画、製作、配給、販売 △ 12 3 0

＜資源･化学品＞

SUMISHO COAL AUSTRALIA 100.00 % 豪州における石炭事業への投資 107 259 242

ﾇｻ･ﾃﾝｶﾞﾗ･ﾏｲﾆﾝｸﾞ　  (注3） 74.28 % ｲﾝﾄﾞﾈｼｱBatu Hijau銅･金鉱山ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄへの投融資 148 154 147

ﾎﾞﾘﾋﾞｱ銀･亜鉛･鉛事業会社2社  (注4） 100.00 % ﾎﾞﾘﾋﾞｱ銀･亜鉛･鉛鉱山操業会社及び精鉱販売会社への投資 182 134 191

ORESTEEL INVESTMENTS  (注5）※ 49.00 % 南ｱﾌﾘｶにおける鉄鋼原料資源会社への投資 93 74 99

SC MINERALS AMERICA ※ 100.00 % 米国･ﾓﾚﾝｼｰ銅鉱山/ﾎﾟｺﾞ金鉱山、ﾁﾘ･ﾗｶﾝﾃﾞﾗﾘｱ銅鉱山への投資 25 43 57

SMM CERRO VERDE NETHERLANDS 20.00 % ﾍﾟﾙｰ銅鉱山への投資 20 38 41

北海油田事業権益保有会社2社 ※ - 英領･ﾉﾙｳｪｰ領北海における石油･天然ｶﾞｽの開発･生産･販売 24 25 28

住友商事ｹﾐｶﾙ ※ 100.00 % 合成樹脂･化成品の国内･貿易取引 △ 9 22 13

ｴﾙｴﾇｼﾞｰｼﾞｬﾊﾟﾝ 50.00 % LNG(液化天然ｶﾞｽ)事業及び関連投融資 6 14 12

THE HARTZ MOUNTAIN ※ 100.00 % 米国におけるﾍﾟｯﾄ用品製造･販売 7 9 10

SUMI AGRO EUROPE ※ 100.00 % 欧州における農薬販売 6 7 8

ｽﾐﾄﾛﾆｸｽ 100.00 % EMS事業 5 6 8

PETRO SUMMIT ※ 100.00 % 原油･石油製品のﾄﾚｰﾄﾞ及びﾀﾝｸを利用した重油のﾌﾞﾚﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ･在庫･販売 15 2 11

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ鉄鉱石事業会社 - ﾌﾞﾗｼﾞﾙにおける鉄鉱石事業 - △ 0 97

CANTEX ※ 100.00 % 塩化ﾋﾞﾆｰﾙﾊﾟｲﾌﾟ製造･販売 △ 14 △ 7 1

＜生活産業･建設不動産＞

TBC ※ 100.00 % 米国におけるﾀｲﾔ卸･小売事業 37 49 51

ﾊﾞﾅﾅ事業会社2社 - 青果物の輸入販売 26 17 18

SUMMIT RURAL (WA) ※ 100.00 % 西豪州における肥料輸入内販 △ 43 △ 7 1

＜新産業･機能推進＞

三井住友ﾌｧｲﾅﾝｽ&ﾘｰｽ ※ 40.00 % 総合ﾘｰｽ 71 106 90

SUMISHO AIRCRAFT ASSET MANAGEMENT　 ※ 100.00 % 航空機ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞﾘｰｽ事業 5 4 4

＜海外現地法人＞

米国住友商事 100.00 % 輸出入及び卸売業 77 172 207

欧州住友商事ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ 100.00 % 輸出入及び卸売業 89 57 63

在中国現地法人9社 100.00 % 輸出入及び卸売業 15 50 35

ｱｼﾞｱ住友商事 100.00 % 輸出入及び卸売業 43 46 55

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ住友商事 100.00 % 輸出入及び卸売業 △ 17 9 12

住友商事株式会社

単位:億円（億円未満四捨五入）

会　社　名
持分比率

(2011年3月末)
事　業　内　容

持分損益

2011年　5月　9日

(注1) ※印を付した会社の持分比率及び持分損益は、他ｾｸﾞﾒﾝﾄの持分を含めた全社合計の比率及び金額を表示しております。
(注2) 当社はｼﾞｭﾋﾟﾀｰﾃﾚｺﾑが発行する普通株式を対象とした公開買付けを2010年4月に実施し、同社の持分比率は27.50％から40.12%となっております。

(注3) ﾇｻ･ﾃﾝｶﾞﾗ･ﾏｲﾆﾝｸﾞ(12月決算)が43.75%の持分を保有するNUSA TENGGARA PARTNERSHIPにおいて、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府との鉱業事業契約に基づき、
　　  ｲﾝﾄﾞﾈｼｱBatu Hijau銅･金鉱山の権益保有会社であるNEWMONT NUSA TENGGARAの発行済株式を2009年11月に10%、12月に7%、2010年3月に7%売却しております。
      その結果、2010年3月末以降のﾇｻ･ﾃﾝｶﾞﾗ･ﾏｲﾆﾝｸﾞの権益保有持分は24.50%（当社持分は18.19%）となっております。
(注4) 当社はﾎﾞﾘﾋﾞｱ銀･亜鉛･鉛事業会社(12月決算)の権益保有持分を2009年3月に100.00%に買い増ししておりますが、
　　　前期は、2009年1月～3月の権益保有持分を35.00%、2009年4月～12月の権益保有持分を100.00%で認識しております。

(注5) 2010年度よりORESTEEL INVESTMENTSの連結対象期間を変更しており、当期は2010年1月～12月、前期は2008年7月～2009年6月の持分損益を認識しております。



２．連結または単体の追加情報等

当期の投融資実績(連結ベース)

主な投資等の事例：

・ジュピターテレコム株式追加取得 約 1,220 億円

・ブラジル鉄鉱石事業への出資 約 1,070 億円

・マダガスカルニッケルプロジェクト 約 320 億円

・北米シェールガス権益の取得 約 190 億円

・マツダ株式取得 約 110 億円

・中国製薬事業への出資 約 60 億円

Ⅱ.追加質問事項

石油・ガス保有埋蔵量

口頭にて説明致します。


